
平成14年3月期 個別財務諸表の概要    平成14年5月10日

豊田通商株式会社 上場取引所 東証、名証　第１部

8015 本社所在地 愛知県
(URL http://www.toyotsu.co.jp/)

財経企画部長大岩 博 TEL (052) 584 - 5341
平成 14年 5月 10日 中間配当制度の有無  有
平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有（1単元　1,000株）

１. 14年 3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績    (百万円未満切り捨て)

百万円 百万円 百万円

百万円 ％ 円 銭 円

(注)1.期中平均株式数 14年3月期 280,457,851株 13年3月期 285,136,054株

     2.会計処理の方法の変更 無

(2)配当状況

1株当たり年間配当金

円 銭 円 銭 円 銭 百万円

(3)財政状態

百万円 百万円

(注)1.期末発行済株式数 14年3月期 279,884,698株 13年3月期 282,867,304株

     2.期末自己株式数 14年3月期 2,982,606株

２. 15年 3月期の業績予想（平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）         23円   94銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に
よって予想数値と異なる場合があります。
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料5ページをご参照下さい。

(17.2)
(50.4)

潜在株式調整後1株
当たり当期純利益

-

(146.4)
(5.0)

上 場 会 社 名

コ ー ド 番 号

お 問 合 せ 先
決 算 取 締 役 会 開 催 日
定 時 株 主 総 会 開 催 日

売 上 高 （対前期増減率） 経 常 利 益 （対前期増減率）

％ ％ ％

営 業 利 益 （対前期増減率）

14,284
13年3月期 1,915,839 9,755 13,602
14年3月期 1,926,752 11,436(0.6)

(23.9)

当 期 純 利 益 （対前期増減率） 1株当たり当期純利益 株  主  資  本
当期純利益率

総  資  本
経常利益率

売  上  高
経常利益率

銭 ％ ％ ％

14年3月期 3,737 13 33(37.9) 2.5 1.9 0.7
13年3月期 2,710 (-) 9 51 - 1.9 2.0 0.7

配当金総額
配当性向

株主資本
中間 期末 (年間） 配当率

％ ％

14年3月期 7 50 3 75 3 75 2,099 56.2 1.4
13年3月期 7 50 3 75 3 75 2,119 78.2 1.4

総   資   産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

％ 円 銭

14年3月期 750,916 146,830 19.6 524 61
13年3月期 775,338 152,681 19.7 539 76

売   上   高 経  常  利  益 当 期 純 利 益
1株当たり年間配当金
中間 期末

中間期 960,000 7,200 2,800 3 75 -
- 3 75通   期 1,970,000 14,300 6,700 7 50

-
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売上高内訳表
(単位：百万円)

区     分 当期(平成13年4月～平成14年3月)前期(平成12年4月～平成13年3月)

金   額 構成比 金   額 構成比

金      属 806,316 41.8 % 826,865 43.1 % △20,549 △2.5 %

機械情報 390,292 20.3 357,530 18.7 32,762 9.2

車     両 249,068 12.9 214,839 11.2 34,229 15.9

産業資材 242,348 12.6 266,167 13.9 △23,819 △8.9

生活関連 238,725 12.4 250,436 13.1 △11,711 △4.7

金     属 567,043 29.4 599,055 31.3 △32,012 △5.3

機械情報 169,898 8.8 159,965 8.4 9,933 6.2

産業資材 186,866 9.7 201,800 10.5 △14,934 △7.4

生活関連 142,470 7.4 157,954 8.2 △15,484 △9.8

内 地 計 1,066,278 55.3 1,118,776 58.4 △52,498 △4.7

金     属 83,349 4.3 51,639 2.7 31,710 61.4

輸 機械情報 183,403 9.5 169,012 8.8 14,391 8.5

車     両 243,907 12.7 212,843 11.1 31,064 14.6

外 産業資材 18,031 0.9 16,563 0.9 1,468 8.9

出 生活関連 1,613 0.1 1,689 0.1 △76 △4.5

輸 出 計 530,305 27.5 451,748 23.6 78,557 17.4

金     属 74,059 3.8 96,238 5.0 △22,179 △23.0

地 輸 機械情報 34,256 1.8 26,389 1.4 7,867 29.8

車     両 689 0.0 433 0.0 256 59.0

産業資材 28,326 1.5 35,150 1.8 △6,824 △19.4

入 生活関連 93,632 4.9 89,938 4.7 3,694 4.1

取 輸 入 計 230,965 12.0 248,150 12.9 △17,185 △6.9

金     属 81,865 4.3 79,932 4.2 1,933 2.4

海 機械情報 2,734 0.1 2,162 0.1 572 26.5

車     両 4,471 0.2 1,562 0.1 2,909 186.2

産業資材 9,123 0.5 12,652 0.7 △3,529 △27.9

引 外 生活関連 1,008 0.1 854 0.0 154 18.1

海 外 計 99,203 5.2 97,164 5.1 2,039 2.1

外 地 計 860,474 44.7 797,063 41.6 63,411 8.0

合     計 1,926,752 100.0 1,915,839 100.0 10,913 0.6

商
品
部
門
別
内
訳

内
地
取
引

増   減 増減率
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貸借対照表

(平成14年3月31日現在) (平成13年3月31日現在)

552,048 580,248 △28,200

40,865 30,652 10,213

58,151 64,380 △6,229

318,434 351,872 △33,438

0 5 △5

83,552 85,375 △1,823

13,818 15,062 △1,244

2,967 5,083 △2,116

1,475 1,351 124

11,001 10,060 941

345 468 △123

605 633 △28

23,618 18,426 5,192

6,432 5,731 701

1,831 3,188 △1,357

△11,052 △12,045 993

198,867 195,089 3,778

33,025 32,894 131

8,313 8,881 △568

971 933 38

202 236 △34

204 227 △23

358 385 △27

22,479 22,228 251

494 1 493

1,759 2,013 △254

1,030 1,360 △330

631 550 81

98 103 △5

164,083 160,181 3,902

107,114 116,042 △8,928

39,530 32,718 6,812

6,922 5,716 1,206

5,831 ― 5,831

12,865 11,353 1,512

△8,180 △5,650 △2,530

750,916 775,338 △24,422
(注) 1. 15,004 14,618 386
2. 47,647 44,784 2,863
3. 8,174 7,488 686

資         産         の         部

増     減

車 両 及 び 運 搬 具

合            計

建 物

流 動 資 産

建 設 仮 勘 定

保 証 債 務

無 形 固 定 資 産

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

営 業 権

そ の 他

輸 出 手 形 割 引 高

投 資 有 価 証 券

投 資 等

前   　期当     期科                  目

現 金 及 び 預 金

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

土 地

そ の 他

長 期 貸 付 金

子 会 社 株 式

商 品

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

未 着 商 品

未 収 収 益

差 入 保 証 金

短 期 貸 付 金

前 渡 金

有形固定資産の減価償却累計額

ソ フ ト ウ エ ア

器 具 備 品

固 定 資 産

機 械 及 び 装 置

構 築 物

有 形 固 定 資 産
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(単位：百万円)

(平成14年3月31日現在) (平成13年3月31日現在)

484,910 506,230 △21,320

32,864 47,669 △14,805

224,935 247,429 △22,494

72,273 94,087 △21,814

93,000 76,000 17,000

6,000 5,000 1,000

28,121 11,441 16,680

6,956 ― 6,956

3,838 3,940 △102

4,240 7,060 △2,820

9,684 9,650 34

543 568 △25

2,452 3,382 △930

119,175 116,426 2,749

43,000 49,000 △6,000

72,898 63,258 9,640

― 3,022 △3,022

1,369 1,045 324

1,885 ― 1,885

22 100 △78

負 債 計 604,085 622,656 △18,571

26,748 26,748 ―

31,398 31,398 ―

24,698 24,698 ―

6,699 6,699 ―

80,589 79,211 1,378

― 7 △7

76,200 76,200 ―

4,389 3,003 1,386

( 3,737 ） ( 2,710 ) ( 1,027 )

9,584 15,323 △5,739

△1,489 ― △1,489

資 本 計 146,830 152,681 △5,851

750,916 775,338 △24,422

評 価 差 額 金

合            計

科                  目

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

（ う ち 当 期 純 利 益 ）

法 定 準 備 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

固 定 負 債

剰 余 金

社 債

長 期 借 入 金

資 本 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

債 務 保 証 損 失 引 当 金

前 受 金

預 り 金

前 受 収 益

そ の 他

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

自 己 株 式

負     債    及     び     資     本     の    部

当     期 前     期 増     減

支 払 手 形

流 動 負 債

一 年以内に償還予定の社債

買 掛 金

短 期 借 入 金
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損益計算書 (単位：百万円)

当   　期

平成13年4月 1日から 平成12年4月 1日から

平成14年3月31日まで 平成13年3月31日まで

(経 常 損 益 の 部) %

1,926,752 1,915,839 10,913 0.6

1,874,501 1,863,567 10,934

52,251 52,271 △20 △0.0

5,097 4,786 311

57,349 57,058 291 0.5

45,912 47,302 △1,390

11,436 9,755 1,681 17.2

1,056 1,268 △212

3,260 2,331 929

1,231 3,308 △2,077

5,548 6,907 △1,359

2,175 1,991 184

48 150 △102

476 918 △442

2,701 3,061 △360

14,284 13,602 682 5.0

300 ― 300

495 ― 495

1,500 ― 1,500

― 4,332 △4,332

― 1,786 △1,786

2,296 6,118 △3,822

2,339 2,915 △576

250 ― 250

5,227 1,973 3,254

96 386 △290

1,885 ― 1,885

― 9,909 △9,909

9,799 15,185 △5,386

6,780 4,535 2,245 49.5

8,510 2,100 6,410

△5,466 △274 △5,192

3,737 2,710 1,027 37.9

1,701 2,222 △521

― 174 △174

― 1,039 △1,039

1,049 1,064 △15

4,389 3,003 1,386

売 上 原 価

売 上 総 利 益

有 形 固 定 資 産 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

営 業 外 収 益

）

営 業 損 益 の 部

（

売 上 高

前 　  期

営 業 総 利 益

増     減

営 業 外 損 益 の 部

（）
科                  目

そ の 他 の 営 業 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

受 取 利 息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

投 資 有 価 証 券 売 却 益

受 取 配 当 金

経 常 利 益

特 別 利 益

コマ ー シャル ペ ー パ ー 利 息

そ の 他 の 営 業 外 収 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

中 間 配 当 額

自 己 株 式 消 却 額

合 併 引 継 未 処 分 利 益

(特 別 損 益 の 部)

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

子 会 社 株 式 売 却 損

子 会 社 株 式 評 価 損

退職給付会計基準変更時差異

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額

退 職 給 付 信 託 設 定 益

投 資 等 そ の 他 評 価 損

退職給付会計過去勤務債務減少額

投 資 有 価 証 券 評 価 損

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失
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利益処分案
(単位：百万円)

4,389 3,003 1,386

― 7 △7

4,389 3,011 1,378

これを下記のとおり処分いたします。

1,049 1,055 △6

212 222 △10

29 32 △3

3,098 1,701 1,397

(注)平成13年11月26日に１株につき3円75銭、総額1,049百万円の中間配当を実施いたしました。

合                  計

(1株につき3円75銭)

監 査 役 賞 与 金

次 期 繰 越 利 益

前     期 増     減当     期

取 締 役 賞 与 金

株 主 配 当 金

摘                  要

当 期 未 処 分 利 益

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 取 崩 額

(1株につき3円75銭)
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［重要な会計方針］

1. 有価証券の評価基準及び評価方法
売買目的有価証券 時価法
満期保有目的債券 償却原価法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法
その他有価証券 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理）
時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法
先入先出法(輸出入商品については個別法)に基づく原価法
（ただし、一部の商品については先入先出法（輸出入商品については個別法)に基づく低価法）

3. 減価償却の方法
有形固定資産 定  率  法   ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物

(附属設備を除く)については､定額法を採用しております｡
無形固定資産
　　　営  業  権 商法の規定する期間内に毎期均等額以上の償却
　　　上 記 以 外 定　額　法

4. 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。

5. 引当金の計上方法
貸 倒 引 当 金 一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため､当期末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上してお
ります。
債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態を個別に勘案し、
損失負担見積額を計上しております。

6. リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

7. ヘッジ会計の方法
主として繰延ヘッジを採用しております。なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満た
している場合は振当処理を採用しております。

8. 消費税等の会計処理
税抜方式を採用しております。

債務保証損失引当金
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[追加情報]

（商社における外貨建取引等の会計処理)
　当期より日本公認会計士協会監査第二委員会報告第４号「商社における外貨建取引等の
会計処理について」（昭和54年11月6日）が廃止されたことに伴い、従来、売上高及び売上原価
として処理していた商品売買取引に係る為替差損益を営業外損益として処理し、その他の
営業外収益として純額表示しております。
　なお、この変更による影響額は軽微であります。
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（単位：百万円）
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当　　　期 前　　　期
取得価額
相 当 額

減 価 償 却
累計額相当額

期末残高
相 当 額

取得価額
相 当 額

減 価 償 却
累計額相当額

期末残高
相 当 額

器具備品 2,262 1,093 1,168 2,400 1,101 1,298
(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い
　　 ため、支払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額
当　　　期 前　　　期

1 年 以 内 473 462
1 年 超 694 836
合　計 1,168 1,298
(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に
　　 占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

③　支払リース料及び減価償却費相当額
当　　　期 前　　　期

　　支払リース料 450 470
　　減価償却費相当額 450 470

④　減価償却費相当額の算定方法
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

2．オペレーティング・リース取引
　　未経過リース料

当　　　期 前　　　期
1 年 以 内 19 14
1 年 超 27 19
合　計 47 34

（単位：百万円）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

当　　　期 前　　　期

貸借対照表
計上額 時　　　　価 評価損益

貸借対照表
計上額 時　　　　価 評価損益

関連会社株式 476 227 △249 476 320 △ 156

有価証券

リース取引
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                    役役役役    員員員員    のののの    異異異異    動動動動    
 
（１） 新任取締役候補 

井上
いのうえ

 文男
ふみ お

      （現   化学品・合樹部長） 

山内
やまうち

 直登
なお と

    （現  鉄鋼原料部長） 

見上
みか み

 敏直
としなお

    （現  東京機械部長） 
 
（２） 退任予定取締役 

                       中村
なかむら

 勝美
かつ み

       （現   常務取締役） 

                       広野
ひろ の

 純弘
すみひろ

       （現   取締役） 
 
（３） 退任予定監査役 

             竹内
たけうち

  滋
しげる

      （現   常勤監査役） 
 
（４） 昇格予定取締役 

        常務取締役    古林
ふるばやし

  清
きよし

      （現   取締役） 

        常務取締役    髙橋
たかはし

 克紀
かつのり

       （現   取締役） 

        常務取締役    谷関
たにぜき

 政廣
まさひろ

       （現   取締役） 

    常務取締役   清水
しみ ず

 順三
じゅんぞう

   （現  取締役） 
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